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説論
　　抗弁の接続と複合契約論（1）
一我が国における抗弁の接続の再定位と
複合契約法理の構築に関する一考察一
都　筑　満　雄
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　　　　　　　議論との関係
　　　　　2　平成8年最判から複合契約論へ
　　　　　3　今後の課題
はじめに
　これまで民法典および商法典が想定していた契約とは、二当事者間で締
結される一つの契約であった。しかし取引社会の進展に伴い、現在ではあ
る一つの取引を達成するためにその手段として、法技術的には二当事者ま
たは三当事者以上において複数の契約を結ぶことが必要になる場面が日常
的に生ずるに至っている。
　ところで契約法上の不文の原則である契約の相対効の原則によれば、契
約の拘束力は原則として契約の当事者間にのみ及ぷ。また契約は原則とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）て他の契約で発生した抗弁や他の契約の消滅に影響されることはない。し
かし現代においてこうした現象が常態化するに及び、同原則との軋礫は
様々な場面で生ずることになる。すなわち、こうした現象には、契約が異
なる当事者間において順次連鎖的に締結されて一つの取引が完成する場合
　　　（2）（契約の連鎖）と、二またはそれ以上の当事者間の取引に複数の契約が同時
（1）我が国において一見自明であるこの契約の相対効原則の内容は実は明らかでは
ない。同原則は一般に契約が当事者にのみその拘束力を持つこと意味すると理解さ
れるところから、契約の当事者ではない第三者に契約上の債務を負担させる、つま
　り契約の拘束力を第三者に及ぼすことが同原則に反することは明らかであるが、後
述の抗弁の接続や契約間の牽連関係など契約間の影響関係を認めることがこれに反
するか否かは、その内容の理解に関わる。この点は従来の契約問の影響関係の議論
において明確に意識されてきたわけではなかったし、本稿もこの契約の相対効原則
の本質的な検討に及んでいない。債権関係の相対性の原則との関係を含めて、その
解明は今後の重要な課題であると考える。ただ本稿の見解は後述するように契約間
の影響関係の問題を最終的に契約当事者の意思、すなわち契約当事者が各契約を結
んだ目的に還元する立場をとるため、いずれにせよ同原則に対する侵害は回避され
ることになる。
（2）下請のように取引が契約の連鎖的な締結により成立する場合に問題となる契約
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　　　　　（3）　　　（4）に存在する場合（複合契約）とがあるが、前者においては契約の拘束力の
範囲が問題となり、後者においてはある契約の他の契約への影響が問題と
なり、ともに同原則との関係で問題を提起しているのである。本稿が対象
とするのは後者の取引であり、その提起する間題である。
　この複合契約においては、法形式的に見れば各々別個の契約が締結され
ているように見えても、これら契約が取引の達成という目的のために締結
され履行されるという相互に依存する一体的な関係にあるため、これら契
約間の関係を無視しては事態適合的な解決には至りえない。したがってこ
のような取引においては、取引全体、換言すれば相互に依存する他の契約
との関係を念頭において契約を処理することが認められなければならない
　　（5）のである。
　ところで我が国においてこうした複合契約における契約間の相互依存関
係は、特に履行または消滅における契約間の牽連関係の問題、すなわち他
の契約における不履行を理由に契約において履行を拒絶しうるか、または
の拘束力のこの取引中の第三者への拡大の問題については、拙稿「契約責任と第三
者（1）～（7）」早大法研論集100号336頁以下、101号334頁以下、102号312頁以下、103
号336頁以下、104号252頁以下、105号330頁以下、106号336頁以下で検討した。ま
た本稿で扱う取引類型との区別についても参照。
（3）ここで念頭においているのは契約が相互に依存する同等の関係にある場合であ
　り、消費貸借契約と保証契約のように主従関係にある場合を除いている。後者の関
係には前者の関係とは別異の考慮が必要であると考えるからである。ただ契約が相
互依存関係にある場合と契約が主従関係にある場合との境界は相当に曖昧である。
（4）　こうした現象は複合契約のほか複合契約取引や契約結合等様々な名称で呼称さ
れるが、本稿では最も広く使用されていると思われる複合契約の呼称を用いる。
　またこうした現象としての複合契約は様々な法律上の問題を提起するものである
が、本稿ではこのうち最も議論を呼んでいる契約問の影響関係の問題に焦点を当
て、この観点からの同現象の理論的検討を複合契約論と呼ぶことにする。
（5）こうした複合契約現象を類型化し、その提起する法的問題を分析するものとし
て、大村敦志『消費者法第二版』（有斐閣2003年）208頁以下や河上正二「複合的給
付・複合的契約および多数当事者の契約関係」法教172号48頁以下、潮見佳男『契
約各論1』（信山社2001年）23頁以下、松本恒雄「サービス契約」別冊NBL51号
231頁以下がある。
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他の契約の消滅は契約の消滅を招来するのかという問題を通して古くから
　　　　　（6）考察されてきたが、このうち最も議論を生じさせたのが割賦購入斡旋を代
表とする第三者与信型消費者信用取引において購入者の売買等の契約上の
抗弁の与信者への対抗如何、すなわち抗弁の接続の問題である。裁判例は
当初さまざまな理論構成でもってこの抗弁の接続を認めようとしてきた
が、割賦販売法の昭和59年の改正により部分的に抗弁の接続が認められ
（30条の4）、その後の平成11年の改正によりその適用範囲は拡大を見るに
至った。しかし平成2年2月20日の最高裁第三小法廷判決をはじめ同判決
以降の判例は、同規定が特別な例外規定であるとし、また適用外の取引の
抗弁の接続に厳格な態度を示し、今日に至っている。こうした判例の抗弁
の接続が特別な例外であり一般化に親しまないという消極的な態度に対
し、学説はさまざまな理論構成でもって適用対象外の取引にも抗弁の接続
をまた契約間の牽連関係を認めようとし、また一部の学説はさらに進んで
この第三者与信型消費者信用取引での検討から出発して、これ以外の取引
においても契約問の牽連関係を認めようとしたのである。このように抗弁
の接続の問題においては、一方で一連の立法判例によるある特定の取引に
おける特別な扱いという捉え方と、他方で特に一部学説による類似の取引
一般に及びうる契約間の牽連関係如何という捉え方とが交錯する二面性を
持って今日に至っていた。こうした中で平成8年11月12日の最高裁第三小
法廷判決が登場する。同判決は、二当事者間で取引をなすために結ばれた
二つの契約のうちの一方における不履行を理由に両契約の解除を認め、抗
弁の接続に関する判例とはうって変わって契約間の牽連関係を積極的に認
める態度を示した。そして本判決を契機に、学説においておよそ契約間一
般における牽連関係、相互依存関係についての議論が現在活発になされて
（6）　古くは混合契約論を論じた曄道交藝「混合契約論ノ研究」京都法学会雑誌10巻
10号23頁以下や鳩山秀夫『増訂日本債権法各論（下）』（岩波書店1924年）742頁の指
摘に始まり、近時においては、星野英一「契約の成否と同意の範囲についての序論
的考察」NBL469号9頁で言及されている。
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いるのである。
　以上が我が国において展開されてきた契約間の相互依存関係に関する議
論のあらましである。本稿は以上の法状況を踏まえた上で以下の課題に答
えようとするものである。すなわち、これまで我が国においてこの間題は
もっぱら第三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続の問題を中心に
論じられてきたわけであるが、この大きな議論の蓄積の上に上記平成8年
の最高裁判決以後の他の契約の不履行を理由とする契約の解除の議論をい
かに接合することができるのか、つまり我が国における契約間の相互依存
関係のこれまでの議論の全体像を明らかにすること、これが本稿の第一の
課題となる。そしてこの課題は、まず立法上、判例上、学説上議論が錯綜
したこれまでの抗弁の接続の議論を振り返り、契約間の相互依存関係の問
題の中でのその独自性と一般性とを明らかにすることを要請するのであ
る。
　そこでまず第一章においては、この抗弁の接続の議論を、主としてこれ
がいかに認められてきたのかという観点から立法判例学説を振り返り、抗
弁の接続に関する現在までの法状況を概観するとともに、同議論はいかな
る性質のものであったのかを検討する。同章において明らかにされるべき
は具体的に以下である。すなわち、抗弁の接続は下級審裁判例による承
認、割賦販売法改正による明文化からその後の二度目の改正を経て、現在
第三者与信型消費者信用取引の多くで認められており、また平成2年の最
高裁判決を中心とする現在の判例上適用対象外の取引についても厳格な要
件のもとその余地が認められるに至っている。ところでもともとこの抗弁
の接続はこの第三者与信型消費者信用取引において劣位にある消費者・購
入者の保護という文脈で論じられてきた議論であり、現在の判例も抗弁の
接続規定をこのように解し、またこうした姿勢で適用対象外の取引にも対
峙している。現在の立法とこれを補完する判例は抗弁の接続の問題をこの
ように捉えているわけであるが、ここで見逃せないのは、この保護には販
売業者が経営難におちいった場合の清算における回収のリスク負担の与信
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者への転嫁という効果までもが含意されているのではないかという点であ
る。そしてこの点こそが複数の契約間の関係一般に解消しえない抗弁の接
続の議論の独自の価値であり、このことは抗弁の接続に関する主として立
法および判例の検討を通じて明らかにされるであろう。
　しかしながら抗弁の接続に関わる議論すべてが以上の側面に解消される
わけではない。抗弁の接続さらには契約間の牽連関係を第三者与信型消費
者信用取引以外の取引をも念頭において論ずる有力な見解の存在が示すよ
うに、この第三者与信型消費者信用取引は複数の契約が集合して単一の取
引を形成する典型であり、我が国における契約間の相互依存関係に関する
議論の主戦場でもあった。そして主としてこうした抗弁の接続の議論での
有力な見解の検討を通じて、この第三者与信型消費者信用取引を複数の契
約よりなる取引一般における契約問の関係如何の観点から論ずる可能性が
見えてくる。
　次に進んで以上の抗弁の接続の議論と平成8年の最高裁判決以降の他の
契約の不履行を理由とする契約の解除の可否に関する議論との関係が考察
されなければならない。この議論は複数の契約間の関係それ自体を論ずる
ものであるが、抗弁の接続の議論の二面性との間でどのような関係に立つ
のか。第二章での平成8年の最高裁判決を中心とする議論の検討を通じ
て、以下のことが明らかになるであろう。
　すなわち、まずこの議論が抗弁の接続の議論が持っていたような購入
者・消費者の保護という性格を有しないことが確認される。ここでの議論
は消滅の局面での純粋な契約間の関係に関わるものである。そしてこの点
から抗弁の接続に厳格な態度を示す平成2年の最高裁判決と他の契約の不
履行による契約の解除を認めた平成8年の最高裁判決との間の契約問の相
互依存関係に関する判例法理の外見上の矛盾が説明されるであろう。
　次に抗弁の接続の議論のもう一つの側面との関係について。第三者与信
型消費者信用取引は他面においてそれ自体複数契約間の関係が問題となる
取引の典型であった。ではこの取引をはじめ複数の契約により構成される
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取引内における契約問の関係一般を論ずることはできないだろうか。そこ
で限られた場面についてであるものの複数の契約間の関係について正面か
ら判示し、複数契約間一般の関係での普遍性を持ちうる平成8年の最高裁
判決を基点に、抗弁の接続の法理とは別に、第三者与信型消費者信用取引
をはじめとする複数契約間の関係一般を規律する法理（複合契約論）の構
築が次なる課題として浮上する。これが本稿の第二の課題である。
　この第二の課題を達する上で、また第一の課題に対する回答を比較法的
に補強するために、近時活発な展開を見せるフランスの議論を参照するこ
とが有益であると考える。そこで第三章では同国における契約間の相互依
存関係に関する議論の中心である消滅の局面に関する議論、すなわち取引
を構成する一方の契約の消滅による他の契約の消滅の可否の議論を検討
し、続く第四章においてはその他の局面に関する議論を検討する。もとも
と同国では、我が国同様立法により第三者与信型消費者信用取引において
売買契約等と与信契約との間の影響関係、相互依存性（interd6pendence）
が認められたが、これにとどまらずその後その他の二当事者間および三当
事者以上の間のさまざまな取引においても同様の関係が問題となり、一方
の契約の消滅による他方の契約の消滅が多くの判例および学説により認め
られ、また一部の判例および学説はこれ以外の局面での契約間の相互依存
性を認めるに至っている。こうした同国における議論を参照することで、
まず我が国の抗弁の接続の議論とその後の議論との関係がより明らかにな
り、また特に消滅の局面における契約間の相互依存性、さらにいまだ我が
国では問題とされていないが、その他さまざまな局面に現れたそれに関す
る同国の議論は、今後我が国において契約間の相互依存関係一般を論ずる
うえでのひとつの有用なモデルを提供するものである。
　本稿の以下の叙述はこれら二つの課題に対し以上の順序でもってなされ
る。
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一　第三者与信型消費者信用取引における抗弁の
　　接続に関する議論
　　　　　　　　　　　（7）　第三者与信型消費者信用取引は購入者が商品の購入や役務の供給を受け
るにあたって、信販会社等の与信者から信用を付与されるというように、
与信される契約と与信する契約とから成る。これにより商品・役務の供給
主体から見れば潜在需要を有効需要に転化できることが、与信者から見れ
ば高い収益を上げられることが、購入者から見れば手持ちの現金だけでは
手に入れられない商品・役務を手に入れられることが可能になり、こうし
た有用性からこの取引は現在広く普及し、日常的に行われるに至ってい
る。
　しかしながらこの取引をめぐっては、とりわけ商品や役務の供給に関す
る契約に障害、具体的には債務不履行やそれによる解除、無効、取消等が
生じた場合に、与信者が両契約が法的に別個独立した存在であることを主
（7）　この第三者与信型消費者信用取引にあたるものとしては、総合または個品割賦
購入斡旋や提携ローン、ローン提携販売が代表的である。
　まず割賦購入斡旋とは、購入者が販売業者から商品・役務の提供を受け、信販会
社が販売業者に立替金を支払い、購入者が信販会社に対して分割払いをするという
ものである。このうち購入者と信販会社等の間で信用供与の基本契約をあらかじめ
締結しておき、これに基づいて交付されたカードなどを用いてなされた商品等の購
入に対して信用を付与するのが総合割賦購入斡旋であり、これに対し、商品等の購
入のたびに立替払契約が締結されるのが個品割賦購入斡旋である。
　次に提携ローンとは、購入者が金融機関から融資を受けて販売業者から商品・役
務の提供を受けるとき、信販会社が購入者の保証人となり、購入者が信販会社を経
由して金融機関に対し分割払いするものをいう。
　最後にローン提携販売とは、購入者が金融機関から融資を受けて販売業者から商
品・役務の提供を受けるとき、販売業者が購入者の保証人になるものをいう。
　以上の代表的な3つの形態以外にも、様々な形態の第三者与信型消費者信用取引
が実務上行われている。これらは時代によりその姿を少しずつ変えていくが、特に
昭和50年代に見られた個品割賦購入斡旋の諸形態については、清水巌「タレジット
契約と消費者の抗弁権」『現代契約法体系第4巻』（有斐閣昭和60年）261頁以下を
参照した。
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張して融資の返済を迫り紛争が多発した。そこで売主等に対して有する抗
弁を与信者に対して主張しその返済を拒むことができるのか、いわゆる抗
弁の接続が今日に至るまで、我が国において立法上、判例上、学説上大き
　　　　　　　　　（8）な問題となったのである。
　ところでこの第三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続の議論
は、単一の取引のために三当事者以上の間で複数の契約が結ばれ両契約間
（8）　こうした場合の購入者の与信者に対する支払拒絶如何の問題に関する議論は我
が国以外の諸外国においても今日まで一定の蓄積を見、その多くで立法に結実して
いる。我が国においてもこうした諸外国の法状況は数多くの論稿により紹介されて
いるが、後に検討するフランスに関するものを除き主として以下のものを参照し
た。
　まず加藤良三「消費者信用取引と抗弁権の対抗をめぐる各国立法例の検討」金法
1041号29頁以下はアメリカ、イギリス、スイス、オーストリア等の諸国の抗弁の接
続に関する立法例を紹介する。
　最も充実しているのがドイツ法の紹介である。ドイツにおいては抗弁の接続につ
いて早くから判例法理が蓄積され、その後消費者信用法の制定により明文の規定を
見、現在は債務法現代化法の施行により民法典中に規定されるに至っている。こう
　したドイツの法状況にっいては川地宏行「融資付投資取引における抗弁の接続（→
口」三重法経論叢15巻1号1頁以下、2号25頁以下や千葉恵美子「ローン提携販売
の法的構造に関する一考察（→～日未完」北法30巻2号1頁以下、3号1頁以下、34
巻3－4号111頁以下、半田吉信「ローン提携販売と抗弁権の切断条項（上）（下）」
判タ724号48頁以下、725号15頁以下、渡辺達徳「金銭消費貸借契約による第三者与
信と抗弁の対抗」好美先生古稀記念『現代契約法の展開』（経済法令研究会2000年）
337頁以下、同「消費者信用における「結合された契約」」クレジット研究30号128
頁以下等を参照した。
　これに続くのがアメリカ法に関する論稿である。アメリカにおいては我が国にお
ける抗弁の接続に相当する議論は当初主に消費者手形の問題として生じた。売買契
約に際して消費者が振り出した手形を売主が金融機関に譲渡するという取引形態に
おいて抗弁の接続如何が問題となったのである。この問題を解決するため早くから
判例法理が発達してきたが、その後統一消費者信用法典において抗弁の接続が明文
で認められ今日に至っている。こうしたアメリカの法状況については、桶舎典哲
「第三者与信型消費者信用取引における抗弁権の対抗e口」志林90巻1号115頁以
下、91巻3号45頁以下や花渕茂樹「米国消費者信用法における抗弁権接続の法理」
法学61巻6号116頁以下、63巻5号82頁以下、宮武和也「クレジットによる商品購
入に伴う消費者の抗弁切断とその保護」名城36巻441頁以下を参照した。
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の関係が問題となる典型的な場合であるが、今日に至るまでのその議論の
展開過程を見れば契約間の相互依存関係一般に還元しえない独自の性格を
有するものであることもまた明らかである。
　そこで以下の検討は、今日に至るまで立法上の変遷を経、数多くの裁判
例が蓄積され、学説が錯綜したこの抗弁の接続に関する議論を振り返り、
これを総括するとともに、同議論の二面的な性格を明らかにすることに向
　　（9）けられる。そしてこの抗弁の接続に関する議論のうち複合契約論にとって
有用なのは、規定のない取引についての抗弁の接続等の承認如何であると
考えられるため、以下の検討もこの点を中心に行うものとする。
　1　抗弁の接続規定新設までの裁判例の展開
　昭和59年の割賦販売法30条の4の抗弁の接続規定新設による立法上の解
決に至るまで、抗弁の接続が裁判例により、どのような理由でまたいかな
る法的根拠でもって認められてきたのか、これを取引の特質がどのように
考慮されたのかという点に留意しつつ以下において概観する。特別法上の
規定が設けられる以前においては、一般民法上いかにして抗弁の接続を認
めるのかが裁判例の課題となった。そこでこの時期の裁判例は、以下のよ
うに、与信者の支払請求を拒絶しなければならないとの実質的な理由を前
にして、様々な法律構成上の技巧を凝らすことになったのである。
　（1）以下では公刊されている下級審裁判例群、中でも抗弁の接続を肯定し
　　　　　　　　　　（10）た裁判例を中心に検討する。
（9）今日までの抗弁の接続の議論の検討は時期ごとになされる場合が多いが、これ
を通史的に検討するものとして、まず判例について、大村敦志『判例・法令消費者
法』（有斐閣1994年）113頁以下や後藤巻則「割賦販売の基本判例（1）」濁法50号180
頁以下を、議論全般について、岡田愛「クレジット契約における抗弁の切断条項に
ついて」法学ジャーナル72号1頁以下を参照した。また抗弁の接続に関する現在の
制度全般にっいて、潮見・前掲注（5）364頁以下を参照。
（10）抗弁の接続規定新設までの裁判例の展開については、石川正美「割賦購入斡旋
等に関する裁判例の検討（3）～（6）」NBL294号34頁以下、296号40頁以下、297号37頁
以下、298号37頁以下、岡孝「個品割賦購入斡旋契約における紛争と消費者保護」
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　抗弁の接続に関する裁判例が数多く出されるようになるのは昭和50年代
　　　　　　（11）の半ば以降であり、また裁判例の事案のほとんどは割賦購入斡旋に関する
　　　（12）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）ものである。そしてここではおおよそ以下のようなことが起こっていた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）すなわち、まず購入者Yと販売店Aとの間で売買契約が、Yと信販会社
判タ493号97頁以下、同「判例に見る消費者信用取引と抗弁権の切断」金法1041号
22頁以下、栗田哲男「消費者信用と抗弁権の切断」判タ536号130頁以下、島川勝＝
金子武嗣「立替払契約と抗弁権の切断（上）（下）」NBL271号162頁以下、274号37
頁以下、島田豊介「購入商品の蝦疵とタレジット会社に対する買主の抗弁権」判タ
593号69頁以下、本田純一「立替払契約における購入者の法的保護」判タ522号76頁
以下、蓑輪靖博「買主と信用供与者の法的関係について（1）」クレジット研究10号
110頁以下、山本忠弘「割賦販売法における抗弁の接続について」名城43巻4号3
頁以下を参照した。
（11）この問題に対する行政レベルでの対応について一言しておく。昭和50年以降の
抗弁の接続にまつわる消費者トラブルの急増に対応して、国民生活センターを中心
　とした消費者に対する相談行政においては、約款中の抗弁権の切断条項の効力を否
定していくという流れが生じ、また業者に対する指導行政においては、昭和55年7
月に個品割賦購入斡旋契約の約款の改正に関する通達が出され、これにより同年10
月には契約の目的を達成しえないような重大な蝦疵にっいて抗弁を接続させる余地
が個品割賦購入斡旋契約標準約款上認められることになった。そして同改正標準約
款は大手の信販会社の間で定着を見たのである。
　以上植木哲ほか「特別座談会・消費者信用取引における抗弁権対抗の法律構成と
射程距離」金法1041号40頁参照。
　なおこの昭和駈年の改正約款については、中島龍児「新個品割賦購入あっせん契
約標準約款の概要」NBL214号20頁以下を参照。
（12）　ところで、昭和30年代後半まではローン提携販売が第三者与信型消費者信用取
引の中心であったが、昭和40年代から個品割賦購入斡旋が増加し、昭和50年代半ば
には同取引の中心となるほどに急増した。しかしこれにより業者間の過当競争が生
　じ、信販会社の中には経営基盤の弱い販売店とも結びつくものもあらわれ、結果商
品の引渡を受けられないまたは商品に蝦疵があるにもかかわらず、立替金の請求だ
けが来るという形で消費者とのトラブルが多発したのである。島川二金子・前掲注
　（10）42頁以下参照。
（13）立替払契約の締結課程の流れおよび昭和55年改訂標準約款に従った契約内容の
詳細については、太田幸夫「立替払契約をめぐる若干の問題」判タ457号24頁以下
　を参照。
（14）　もちろん売買契約のほかに役務提供契約なども考えられる。ただ以下に挙げる
裁判例は全て売買契約に関するものであるように、売買契約が代表的であり、以下
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）Xとの間で右売買契約の代金に関する立替払契約が結ばれる。次にYが
Aから商品の引渡を受けていない等を理由にXへの立替金の支払いを拒
　（16）
絶する。最後にXが立替金の支払いを求めてYを訴える。多くの場合X
とYとの間の立替払契約中にはAY間の契約で生じた抗弁をXY間の契
約で主張することができない旨のいわゆる抗弁の切断条項がおかれてい
る。したがって裁判所としては抗弁の接続の可否の判断とともにこの条項
の効力について判断することになるのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）　以下否定裁判例、肯定裁判例の順に検討を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）　（a）抗弁の接続を否定した公刊裁判例には例えば以下のものがある。
　まず東京地判昭和57年4月16日判時1059号102頁は、立替払契約と売買
契約とは別個のものであって、両契約の履行が互いに牽連関係に立ちA
の履行までXの請求を拒絶できるものと解することはできないとし、ま
た抗弁の切断特約についても、Yは現金一時払いを免れつつ高額な商品
を手に入れられる利益を得ているのだから無効とはいえないとした。
も売買で代表させる。
（15）　この立替払契約の法的性質については争いがあり、主なものとしてこれを代位
弁済契約であるとする説や金銭消費貸借契約であるとする説、準委任契約であると
する説が存在しているが、本稿ではこの点に立ち入らない。
（16）YがXからの請求を拒絶するための抗弁には、売買契約の不成立、無効、取
消、解除など請求権の存在を否定する（否認的抗弁権）と、商品の引渡がない、商
品に蝦疵がある等、請求権の存在は認めるがその履行を拒む抗弁（延期的抗弁権）
とがある。
（17）信販会社などから立替金等の支払請求が問題となる裁判例の中には、いわゆる
名義貸しが行われている場合がある。これは販売店が知人等に依頼して名義上商品
の購入者になってもらい、信販会社等から立替金を受け取り実質的に金融を得ると
いうものであるが、販売店が信販会社等に対する支払義務を負担するとの約束を守
らないため多くの紛争が生じた。ただ通常のいわゆる抗弁の接続が問題となる場合
　とは異なる特異な間題を提起するため、この問題は以下の考察対象からは除外す
る。
（18）否定裁判例として、この他に松江地判昭和59年4月25日判タ526号199頁が挙げ
られる。また石川「割賦購入斡旋等に関する裁判例の検討（3）」NBL294号38頁以下
では、非公刊の否定裁判例が紹介されている。
　　　　　　　　　　　　　抗弁の接続と複合契約論（1）（都筑）　　119
’また高裁レベルの判決として、東京高判昭和57年6月29日金商658号17
頁も、売買契約と立替払契約とが別個の契約であることを強調して同様に
抗弁の接続を否定している。
　以上のように抗弁の接続を否定する裁判例は、売買契約と立替払契約の
密接な関係を認めつつも、あくまで両契約が法形式上別個であることを理
由に抗弁の接続を否定する。
　（b）これに対し以下に挙げる裁判例は、このような形式論を克服すべくこ
の取引の特質等様々な要素を考慮し多様な理論構成でもって抗弁の接続を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）認め、XのYに対する請求を退けようとするのである。また与信者がい
わゆる抗弁の切断条項を設けている場合にはこの条項についての判断もな
される。
　公刊肯定裁判例の中で最も多いのが信義則を根拠にするものである。ま
ず以下においては上記いずれかの段階で信義則を根拠にするものを挙げ
る。
　第一に、千葉地判昭和56年4月28日判時1018号114頁がある。裁判所は、
売主Aが倒産し買主Yに目的物が引き渡されていない場合に、以下のよ
うに信販会社Xの立替金支払請求を否定した。すなわち、平素XはAを
代理店または加盟店として立替払契約を結び、またXはAの信用を容易
に調査できる立場にあったのに対し、単なる顧客であるYにとって法的
にはともかくとして経済的に売買契約の当事者Aと立替払契約の代理店
たるAを区別することは困難であったことから、Aの倒産による引渡不
能によって生ずる損失をXに負担させるのが公平である。また両契約は
法形式的には別個であっても、実質的に経済的に密接な関係にある。以上
からXが両契約を切り離して立替払契約の効果のみを主張するのは信義
（19）　なお公刊されたものの中では肯定裁判例の数に比して否定裁判例の数は少ない
が、実際には非公刊裁判例も含めれば、否定裁判例の数は多く、またほとんどが本
人訴訟であって、欠席判決で終結していたようである。島川＝金子・前掲注（10）
16頁以下、植木ほか・前掲注（11）41頁〔山下発言〕参照。
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則に反するとしたのである。
　第二に肯定裁判例として初の高裁判決である高松高判昭和57年9月13日
　　　　　（20）判時1059号81頁が挙げられる。本判決は以下のように立替払契約を錯誤無
効とした上で、抗弁切断条項を信義則違反とした。すなわち、本件売買契
約および立替払契約を締結するにあたり、当事者双方とも本件売買契約の
目的物である機械に欠陥がないことが重要であることを表示してその意思
表示をしたことを推認でき、購入者Yは欠陥を知らずに売買契約を締結
したのであり、この欠陥のため取引の目的を達成することが事実上不能で
あるので、各契約はYの錯誤により無効になるとした。そして抗弁の切
断条項について、販売業者Aと信販会社Xが経済的に密接な関係にある
ことを認定した上で、両契約は法律上は別個でも取引上密接不可分の関係
にあり、機械の安全性を信用して立替払契約を成立させたYが同条項に
よりこの欠陥をXに主張できないことまで考えて同条項に合意したとは
考えられないことから、本件に抗弁の切断を認めるのは取引上の信義則に
反し、また同条項による抗弁の切断を認めることは公序良俗に反するとし
た。
　第三に先に挙げた否定裁判例である松江地判昭和59年4月25日の原審判
決である松江簡判昭和58年9月21日判時1119号131頁がある。同判決は、
以下のように売買契約と立替払契約が一個のクレジット販売契約をなすと
した上で抗弁切断条項を信義則に反するとしている。すなわち、販売業者
Aと信販会社Xとの間では加盟店契約が結ばれ、Aが一括して売買契約
と立替払契約の締結手続を行っていたこと、両契約は一方が成立しなけれ
ば他方も成立しない関係にあったことから、AとXと購入者Yとの間に
は両契約を不可欠の構成部分とする一個のクレジット販売契約が締結さ
（20）本判決の判例評釈として、沢野直紀「判批」西南18巻2号149頁以下、執行
秀幸「判批」法時55巻7号165頁以下、島川勝「判批」判タ505号4頁、清水巌「判
批」商法（総則・商行為）判例百選（第二版）200頁以下、西島梅治「判批」ジュ
リ840号94頁以下を参照した。
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れ、両契約は成立上、効力上、履行上、完全な牽連関係に立つとして、A
の履行不能による売買契約の解除に伴い立替金支払債務が消滅するとし、
また両契約は一個のクレジット販売契約の不可欠の構成部分であることや
XがAによる引渡しを何ら調査しなかったことから、Xによる抗弁切断
の主張は信義則に反するとした。その上で本判決はXがYに既に支払っ
た既払立替金の返還を認めたのである。本判決は既払金の返還を認めた唯
一の判決としても注目される。
　第四に京都地判昭和59年3月30日判時1126号84頁が挙げられる。同判決
は、商品に毅疵があり既に販売業者Aが倒産していた事案について、以
下のように立替金支払請求を否定している。すなわち、売買契約と立替払
契約は一方のみでは存在しえないきわめて強い存続上の牽連関係に立って
いること、Xが商品の所有権を留保していること、XとAは取引を通じ
て経済上の利益を共有し、立替払契約の締結手続をAが代行しているこ
と、以上から、形式上はともかく取引の実態としては両契約は一体のもの
であり、Yから見ればXとAはいわば売主側の者と観念すべきである等
として、XはYとのクレジット契約における信義誠実の原則により、A
の債務不履行に関わるYの抗弁につきAと同一の負担を甘受すべきであ
るとした。その上でYによる売買契約解除により売買代金債権は遡及的
に消滅し、立替払契約当時同債権は存在しなかったことになるから、立替
払は無効であり、YはXに対し同債務を負担しないことになるとしたの
である。
　第五に、福島地判昭和59年6月27日判時1137号119頁が挙げられる。同
判決は、商品の引渡のない事案について、以下のように立替金の支払請求
を否定している。すなわち、XとAは同取引を通じて利益を享受しあう
関係にあり、両者は経済的に一体として売主側に立つことや、立替払契約
は売買契約を前提として締結されるものであり、立替払契約のみが独立し
て締結されることはありえないことから、販売業者の履行がなされていな
いのに売主側である信販会社が立替金の支払を求めることは信義に反し許
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されないとしたのである。
　以上は割賦購入斡旋取引に関して、信義則を用いて抗弁の接続を認めた
裁判例であったが、提携ローンについて以下二つの裁判例がある。
　まず挙げられるのが名古屋地判昭和58年4月20日判時1083号117頁で
（21）
ある。購入者Yは販売業者Aから物品を購入するにあたり（売買契約）、
信販会社Xを通じて生命保険会社Bから代金相当額を借り、これをXを
通じてBに分割弁済することを約し（金銭消費貸借契約）、またXはYの
連帯保証人になっていた（保証委託契約）。Aが物品を引き渡さず倒産に至
ったことから、Yが弁済を停止。Xは残額をYに代わってBに弁済し、
Yに対して求償権を行使した。判旨は、Xにはその代理店Aを十分調査
する機会があったのに対しYにはその機会がなかったこと、割賦販売を
行うとのYの意思からすれば商品の所有権はXに移転しているのに結局
Yに引き渡しえない結果になっていること、Xは商品の所有権を留保し
ている上に商品の暇疵については無関係に債権行使をなしうるなどその立
場が十分保護されていること、売買契約と保証委託契約は極めて密接な関
係をもっていること、以上から、AがYに商品を引き渡さなかったこと
の損失はXが負担するのが公平に適い、Xの求償権行使は信義則に反す
るとしたのである。
　次に東京地判昭和59年2月28日判時1143号97頁が挙げられる。同様の事
案において、裁判所は、Yの立場から見れば目的物の引渡を受けないま
ま代金の支払を強制されていること、YA間の売買契約とYB間の金銭消
費貸借契約およびYX間の保証委託契約は後二者が前者の代金支払のた
めになされた点で両者の間には密接な関係があり、またXA間にはAが
保証委託の使者をする一方でローン保証によりAも販売拡大の利益を得
ている点で両者には協働関係があること、両者の従前の取引関係および本
件取引の時点でAの信用力が低下していたことをXが了知していたこ
（21〉本判決の評釈として、椎原国隆「判批」ジュリ883号96頁以下を参照した。
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と、Aの倒産による損失は一購入者に過ぎないYよりもXに負担させる
のが当事者問の公平に適うこと、以上からXのYに対する求償金請求は
信義則に反して許されないとしたのである。
　以上のように公刊肯定裁判例には部分的にしろ信義則によったものが多
いが、以下に見るように他の様々な根拠を提示する裁判例も存在して
（22）
いる。なお以下は全て割賦購入斡旋に関するものである。
　第一に信販会社が販売業者の商品引渡債務を保証したとする東京地判昭
和57年2月5日判時1053号138頁が挙げられる。判旨は、販売業者が引渡
をせず倒産した事案について、信販会社Xと購入者Yとの問の立替払契
約中には「購入商品の引渡は…契約成立後、直ちに行われます。」との条
項が存在するが、Yは本来商品の提供と引き換えに代金を支払えば足り
るから、Yとしてはその引渡がないのに立替金の請求を受けないように
考慮した上で本件契約締結におよぶと解するのが合理的であること、X
とAとの間には特約店契約による信頼関係があり、XがAの商品引渡を
保証することは格別負担とはならないこと等を理由に、右条項はAの引
渡債務を保証したものと解せられるとし、抗弁切断条項については、同条
項の存在が保証債務の認定の妨げにはならないとして、結局Xの保証債
務不履行によって立替払契約は解除されたとしたのである。
　第二に売買契約が合意解除されたとき立替払契約も合意解除されたとす
る桐生簡判昭和57年9月30日判タ496号162頁は、信販会社Xと販売業者
Aは経済的には一体となって活動しており、法的にも両者の平素の取引
関係から黙示的に代理権の授与を認めるのが相当であるから、購入者Y
とXの代理人たるAとの合意解除によりあわせてXY間の立替払契約も
合意解除されたと推認することが相当であるとした。
　第三に先の高松高判昭和57年9月13日と同じように売買契約が錯誤無効
（22）　この他にも昭和50年以前の判決であるが、斡旋業者と購入者との間に割賦販売
契約の成立を認め、Yの支払拒絶を認めた仙台高判昭和47年8月30日判時689号79
頁がある。
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になる場合立替払契約も錯誤により無効になるとした名古屋地判昭和58年
　　　　　　　　　　　　（23）11月14日判時1114号72頁がある。本判決は売買契約の錯誤無効を認めた上
で、立替払契約は売買契約を前提とし、加えて、立替払契約の締結手続を
Aが代行していたこと、売買目的物たる商品の所有権が信販会社Xに留
保されること等から、二つの契約は経済的にも法的にも密接に関連してい
ることがうかがわれ、さらに売買契約が効力を生じない以上は、立替払契
約を締結しないのが通常であって、後者の契約のみを存続させることは、
少なくとも消費者であるYにとって全く無意昧であることからすると、
売買契約におけるYの動機はYの支払手段である立替払契約の要素とな
り、結局売買契約におけるYの錯誤は、立替払契約の要素にも錯誤があ
ることに帰するというべく、本件立替払契約も無効であるとしたのであ
る。
　第四に立替金支払請求権が引渡を条件にして発生するとした前掲東京地
判昭和57年2月5日の控訴審である東京高判昭和59年6月13日判タ537号
137頁がある。本判決は、立替払契約には商品の引渡が同契約成立直後に
行われるとの条項があること、同契約と売買契約とは同一機会に一体的に
なされているところ、信販会社Xと販売業者Aとは基本契約により堅密
な信頼関係で結ばれているのに対し、購入者YとAとの間の関係はそう
ではなく、Yが引渡を受けられない危険はAが立替払を受けられない危
険より大きかったはずであること、Xが取得する分割払手数料には報酬
も含まれていること、Xも商品は担保として必要であり、立替払と商品
の引渡とは裏腹をなすともいえること等の諸点を考慮して、本件立替払契
約において立替金支払請求権は商品の引渡を条件として生ずると解するの
が相当であるとした。
　（2）以上が昭和59年の割賦販売法改正による抗弁の接続規定新設以前に出
された公刊裁判例である。以上の裁判例を通覧すると、特に抗弁の接続等
（23）本判決の評釈として、山本隆司「判批」法時57巻6号124頁以下を参照した。
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を認めるために考慮された要素、およびそのために採用された法律構成に
ついて以下のことを指摘できるであろう。
　（a）まず以上の肯定裁判例中で与信者の請求を拒絶するために考慮された
主として経済的な実質的理由を抽出する。
　第一に、販売業者と与信者との一体的関係およびこれを中心としたこの
取引特有の構造を指摘できる。通常与信者と販売業者とは加盟店契約関係
にあり、この一体的な関係のもとで販売業者は与信者からの代金の即時払
という代金即時払契約を締結したのと同様の利益を受け、与信者は手数料
名下に利益を受けるという仕組みになっている。ここで販売業者は与信契
約の締結手続を代行し、与信者は販売業者に対する支払と同時に商品の所
有権を留保するのである。また与信者が立替金等を販売業者に継続的に支
払う点を捉えてここでは実質上販売業者に資金が供与されていると評価す
ることもできる。これに対し購入者はこのような取引構造のもとで具体的
には以下のような構造上の劣位に置かれているといえる。すなわち、まず
特に与信に関する契約を売主が代行することは購入者に両者が契約相手方
として一体であるとの誤解を生じさせる。次に与信者と販売業者がこの取
引により利益を享受しているのに対し、契約が与信と売買に分化されるこ
とで購入者は割賦販売に比して特に売買契約上生じた抗弁を切断されると
いう不利益を受ける。さらに与信者が販売業者との関係からこの者の信用
状態について十分調査可能であるのに対し、購入者は通常この者の信用状
態について不知である。結局購入者は与信者と販売業者が両者の一体的関
係を中心に作り上げたこの取引の構造の中に取り込まれ、購入者という立
場上構造的な劣位に置かれているといえるのである。
　第二に、ほとんどの事例において問題となっているのが消費者と事業者
との取引であることが指摘できる。そもそも消費者という属性が持つ事業
者との関係での固有の劣位に加え、先に指摘したこの取引における購入者
一般の構造上の劣位は購入者が消費者である場合には特に妥当するといえ
るのである。ただこの消費者取引である点は学説において強調されるのに
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比して、裁判例はこの点をあまり明示していない。もちろん暗にこの点が
考慮されているとの評価は可能であろう。
　第三に、与信契約と売買契約との一体的な関係を指摘できる。肯定裁判
例においては、両契約は一方がなければ他方なしという相互依存の関係に
あり、法形式的には別個独立の契約であっても、少なくとも経済的には一
体の関係にあることがたびたび言及される。この第三者与信型消費者信用
取引では与信機能と販売機能が与信契約と売買契約にそれぞれ分属させら
れているが、各当事者は全体として一つの割賦販売類似の取引を行うこと
を意図しており、その結果各契約は相互依存の関係に置かれる。つまり各
当事者のある一つの取引をなすという意思（これが各契約を結ぶ目的ともい
える）によって各契約は一体的な相互依存の関係になるのである。したが
ってこのことから両契約の一体性は結局各取引当事者の一体の取引を行う
という意思に由来するといえるのであろう。
　以上が肯定裁判例全体の検討を通じて抽出された抗弁の接続を認めるた
めの実質的な要素であった。裁判例はそれぞれどの要素に重点を置くかに
違いはあるものの、おおむねこれら3つまたはその一部を実質的な根拠と
し、次に検討する法理論を駆使して抗弁の接続を認めているのである。
　（b）抗弁の接続を認めるにあたって各裁判例は多様な法律構成を採用して
いた。中でも最も多かったのが信義則により与信者の請求を遮断する構成
である。裁判例は上記の実質的理由を挙げたうえで、与信者の支払請求を
信義則違反とし、これにより購入者には売買契約上の障害を理由に支払停
止が認められることになった。ある契約において生じた事由を他の契約に
おいて主張することをストレートに認める後述の割賦販売法30条の4のよ
うな純粋な抗弁の接続は民法上なんらかの法律構成上の技巧によらなけれ
ば認めがたいものであるが、与信者の請求を信義則違反として遮断する構
成は、この純粋な抗弁の接続に非常に近い構成であると評価できよう。
　こうした信義則に加えて、実に様々な法律構成が与信者の抗弁の接続を
認めるために裁判例において採用されていた。そのほとんどに共通するの
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は、いずれも与信契約自体に支払拒絶のための事由を見出している点であ
る。例えば、立替払契約が錯誤無効や解除により消滅したとするものがこ
れにあたる。
　以上のようにこの時期の裁判例は法律構成について信義則違反による構
成を採用するものと与信契約自体に支払拒絶事由を見出す構成を採用する
ものとに大別されるのである。
（c）最後に以上の裁判例のほとんどで販売業者の経営が破綻していたこと
が注目される。そしていくつかの裁判例は上記の実質的理由を述べて購入
者にその損失を負担させることが不当であることを明言し抗弁の接続を認
めている。この場合購入者は一方で与信者に対する支払いを強いられなが
ら、他方で販売業者からは引渡どころか満足な清算すら受けられず、損失
を負担することになってしまうからである。そして後述するようにこのこ
とは抗弁の接続が究極的には損失の負担を誰に振り向けるかという問題に
深く関わっていることを示しているのである。
　2　昭和59年の割賦販売法改正による抗弁の接続規定の新設
　これまで見てきたように、下級審裁判例は抗弁の接続に関する明確な法
律上の規定を欠く中で、様々な法律構成でもって購入者の支払拒絶を認め
てきたわけであるが、昭和59年の割賦販売法の大幅な改正により抗弁の接
続を認める規定が新設されることで、この問題は一定の立法的解決を見る
ことになった。以下においては、本改正によりどのような抗弁の接続規定
　　　　　　　　　　（24）が新設されたのかを検証する。
（24）以下本改正の全般について、島川勝「割賦販売法改正の経緯と問題点」法時56
巻8号20頁以下、清水巌「割賦販売法の改正をめぐって」法教50号87頁以下、竹内
昭夫「割賦販売法の改正」ジュリ818号6頁以下、同「改正割賦販売法一消費者信
用法制の展望（1）～（3）」NBL310号6頁以下、312号13頁以下、313号22頁以下、同編
著『改正割賦販売法』（商事法務研究会1985年）3頁以下、通商産業省産業政策局
消費経済課編『昭和59年改正による最新割賦販売法の解説』（日本タレジット産業
協会1986年）18頁以下、長尾治助『消費者信用法の形成と課題』（商事法務研究会
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　（1）まず本改正に至る原因は、これを一言で言えば、販売信用取引の急増
とその多様化に伴う消費者の苦情の急増である。先に検討した割賦購入斡
旋取引における購入者の支払拒絶の可否に関する裁判例が特に昭和50年代
に集中していることはこのことの一端を示しているといえるであろう。こ
のような状況を受けて本改正は第101国会において昭和59年5月11日に可
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（25）決成立、同年6月11日に公布、同年12月1日に施行されたのである。
　（2）本改正の改正点のうちでもっとも注目されるのは抗弁の接続に関する
　　　　　　　　　　（26）規定30条の4の新設である。同条は、個品および総合割賦購入斡旋におい
て購入者は販売業者に対して生じている事由をもって支払の請求をする割
賦購入斡旋業者に対抗できるとして、抗弁の接続を認める。また30条の5
では、リボルビング方式の総合割賦購入斡旋について抗弁の接続が認めら
れている。以下では、特に30条の4において抗弁の接続が認められるため
の要件およびこれによって生ずる効果を、立法担当者の見解に従って簡単
　　（27）（28）
にまとめる。
　（a）その要件について。まず取引が割賦購入斡旋であることや指定商品の
販売について生じている事由であることといった要件が挙げられる。この
1984年）107頁以下、蓑輪・前掲注（10）126頁以下を参照した。
（25）以上の本改正に至る背景および経緯については、長尾・前掲注（24）107頁以
下や蓑輪・前掲注（10）126頁以下が詳細である。
（26）本改正のその他の主な改正点として以下3点が挙げられる。
　まず第一に定義規定を改正することで、指定商品を拡大し個品割賦購入斡旋にも
規制を及ぼすなど、割賦販売法の適用範囲を拡大したことである（2条1項2号、
　2項2号、3項2号）。
　第二に、従来規定がほとんどなかった割賦購入斡旋について、自社割賦と同様の
保護規定を適用するようになったことである。（30条1項～5項、30条の2第4項、
　5項、30条の3、30条の6）
　第三に過剰与信防止のための規定が設けられたことである（40条の4、42条の
　3）。
（27）通商産業省産業政策局消費経済課・前掲注（24）191頁以下参照。
（28）　なお、清水・前掲注（7）269頁以下や長尾・前掲注（24）131頁以下、蓑輪・
前掲注（10）133頁以下が30条の4について詳細な検討を行っている。
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点は本改正前に同取引に関する紛争が多発していたことによるもので
（29）
ある。しかしこれにより同様の問題を抱えるローン提携販売やマンスリー
クリア方式の販売信用取引に本条が適用されないことになるなど、抗弁の
接続は適用対象取引について大きな限定を受けることになってしまった。
　次に購入者が対抗できる事由について法文上は何らの限定もない。指定
商品の販売につき購入者が販売業者に対して有する事由であれば、債務不
履行だけでなく売買契約の無効取消解除もこれに含まれ、また抗弁ではな
くても債務不履行に基づく損害賠償請求権でもよいとされる。このように
対抗できる事由は、およそ販売業者に対して購入者が有する権利主張全て
を含む非常に緩やかな要件になっている。
　以上の他に、4項1号によれば、購入者の支払総額が施行令で定める金
額を超えることが必要とされ、また同2号によれば、商品の購入が購入者
のために商行為とならないことが必要とされている。
　（b）その効果について。30条の4にいう対抗とは割賦購入斡旋業者の支払
請求を拒む抗弁権的な作用を意味するとされる。たとえ売買契約が消滅し
てもあくまで立替払契約は存続し、ただ支払停止のみが同条の効果として
認められるのである。そして既払金の返還請求について同条によっては行
うことはできないとしている。
　（3）以上のような内容を有する抗弁の接続規定を設けるに至った理由を立
　　　　　　　　　　　（30）法担当者は以下のように述べる。すなわち、①割賦購入斡旋業者と販売業
者との間には、購入者への商品の販売に関して密接な取引関係が存在して
いること、②このような密接な関係が存在しているため、購入者は割賦販
売の場合と同様に商品の引渡がなされない等の場合には支払請求を拒み得
ることを期待していること、③割賦購入斡旋業者は、販売業者を継続的取
引関係を通じて監督することができ、また損失を分散転嫁する能力を有す
ること、④これに対して、購入者は購入に際して一時的に販売業者と接す
（29）　これは本改正の応急措置的な性格の一端を表しているのかもしれない。
（30）通商産業省産業政策局消費経済課・前掲注（24〉190頁以下参照。
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るに過ぎず、また契約に習熟していない、損失負担能力が低い等割賦購入
斡旋業者に比して不利な立場に置かれていることである。
　以上の①から④は全て割賦購入斡旋業者と販売業者との一体的関係およ
びこの関係を中心に作られた両者が利益を享受する第三者与信型消費者信
用取引に特有の取引構造に関わるものである。またこのうち②③④は、こ
うした取引構造のもとで、反対に劣位の立場に置かれる購入者つまり消費
者の保護を意図するものであるといえる。また③④においては損失負担能
力について言及されている。したがって立法担当者はもっぱら一体的関係
を中心とする取引構造とここで劣位にある購入者特に消費者の保護を理由
に、一定の場合に抗弁の接続を認め、割賦購入斡旋業者に損失を負担させ
　　　　　　　　　（31〉ることを認めたといえよう。これに対して、売買契約と立替払契約の相互
依存関係は特に表立って考慮されてはいないようである。
　（4）以上のようにもっぱら取引の構造と購入者・消費者の保護を理由に設
けられた抗弁の接続の規定は、しかしながら以下のような限界も有してい
た。
　すなわち、まず対象取引を指定商品の割賦購入斡旋に限定し、また商行
為となる場合を除外していることが挙げられる。これにより適用対象取引
に指定商品を目的物とする割賦購入斡旋取引であることという二重の限定
がされることになってしまったのである。次に効果について、少なくとも
立法担当者の見解によれば、立替払契約における支払停止のみが認めら
れ、既払金の返還は本条によっては認められていない。
　このように本改正は抗弁の接続の間題について、最も紛争が多かった取
引について一定の解決を与える点で大きな意義をもつものであったといえ
るが、以上に挙げた限界をもまた有していたため、立法後も特に適用対象
外取引における抗弁の接続の可否は問題になり続けることになる。
（31）蓑輪・前掲注（10）137頁以下は、割賦販売法30条の4にっいて、消費者保護
のための特別立法としての色合いが強いことを指摘する。
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　3　昭和59年の割賦販売法改正から最三判平成2年2月20日までの法状況
　以上のように規定の新設により抗弁の接続の問題は限定的ながらも一定
の立法的解決を見たわけであるが、この規定の適用対象領域の限界から、
その新設以後においても、適用対象外の取引について民法上または同規定
の類推適用によりどこまで抗弁の接続を認めることができるのか否かが問
題の中心になった。そこで以下の検討は、主としてこれについての判例法
理の形成を対象とし、現在に至る立法判例を中心とする抗弁の接続制度の
形成過程を明らかにすることに向けられる。
　ところで前記割賦販売法の昭和59年の改正法が施行される昭和59年12月
1日以前に生じた事件については、同改正法の適用がないため、なお改正
前同様民法上の抗弁の接続の可否が問題になった。これに対し、同改正法
施行以後に生じた事例が裁判所に系属するようになると、今度はいかなる
取引にまで法30条の4が類推適用されるのかという同規定の法的性質に関
する解釈如何が問題になる。そこで以下においては、まず以上の問題の解
決に決定的な影響を与えた後述の平成2年2月20日の最高裁判決（以下平
成2年最判と略称）に至るまでの裁判例の変遷を主に検討し、同最判以前
においてどのような法状況が準備されていたのかを明らかにする。
　（1）改正法施行後も同法施行前の事案を扱った裁判例が数多く公刊され
た。これらの中では肯定裁判例とともに多くの否定裁判例が目につく。そ
してこうした裁判例の判旨の中のいくつかに後の平成2年最判の判旨の原
型を見出すことができるのである。またマルチまがい商法や原野商法など
の悪質な商法がこうした裁判例の中に数多く登場するのもこの時期の特徴
　（32）
である。
　（a）まずこの時期にも改正前同様信義則等により抗弁の接続を認める以下
（32）　この時期の裁判例の状況を検討するものとして、岡田・前掲注（9）52頁以下
や後藤・前掲注（9）180頁以下、蓑輪靖博「買主と信用供与者の法的関係につい
て（2）」クレジット研究11号191頁以下、山本・前掲注（10）3頁以下等を参照し
た。
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のような裁判例が存在する。例えば先に挙げた改正前の肯定裁判例である
名古屋地判昭和58年11月14日の控訴審判決名古屋高判昭和60年9月26日判
　　　　（33）時1180号68頁や秋田地判昭和61年11月17日判時1222号127頁、無価値な土
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）地を虚言を弄して不当な値段で売るいわゆる原野商法のローン提携販売に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）関する名古屋地判昭和63年7月22日判時1303号103頁等が挙げられる。ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（36〉た以上の他にも同様の複数の肯定裁判例が存在する。
　また以上に対し、名古屋高裁金沢支部判決昭和62年8月31日判時1254号
（37）
76頁のように立替払契約自体を公序良俗違反により無効とし、支払拒絶事
由を与信契約である立替払契約自体に見出す点で改正前の一部裁判例に共
通する裁判例も存在している。
　以上のほとんどの肯定裁判例においては、改正前の肯定裁判例とほぼ同
じ実質的理由が挙げられ、そして信義則違反または与信契約自体に生じた
事由を根拠に支払拒絶が認められているのである。その意味でこれらは改
正前の肯定裁判例と同じ系譜に属するものと評価することができるであろ
う。
　　　　　　　　（38）　反対に、無限連鎖講に関する福井地判昭和60年3月29日判時1161号177
（33）　同判決の評釈として、高森八四郎「判批」別冊ジュリスト消費者法判例百選
112頁以下、野村豊弘「判批」ジュリ879号137頁以下を参照した。
（34）　こうした原野商法に関する下級審裁判例は昭和50年代後半から多数出され、本
裁判例はこのうち抗弁の接続が問題となったものである。なお原野商法に関する裁
判例を検討するものとして、本田純一「悪徳土地取引をめぐる裁判例の諸相と法的
問題点」判タ671号70頁以下を参照した。
（35）本判決の評釈として、石川正美「判批」NBL407号50頁以下、藤田寿夫「判
批」別冊ジュリスト消費者法判例百選72頁以下を参照した。
（36）例えば神戸簡判昭和60年8月28日判タ577号53頁や福岡高判昭和61年5月29日
判タ604号123頁、小倉簡判昭和61年7月8日判タ614号114頁等がある。
（37）　なおこの判決の評釈として、植木哲・坂東俊矢「判批」判評354号28頁以下、
植木哲「判批」別冊ジュリスト消費者法判例百選106頁以下、野村豊弘「判批」判
タ667号38頁以下を参照した。
（38）　なお売買契約が無限連鎖講、いわゆるねずみ講にあたる場合、ここでは買主が
ねずみ講という違法行為に加担しているわけであるから、売買契約上の抗弁を立替
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頁や、改正前の否定裁判例前掲松江地判昭和59年4月25日の上告審判決で
あって原審の判断を追認した広島高判昭和60年10月17日判タ594号75頁は、
改正前の否定裁判例同様に契約が別個であることを理由に抗弁の接続を否
定している。
　（b）以上の裁判例に対して、後の平成2年最判の原型という意味で、この
時期の裁判例においてより注目されるべきなのは、以下に検討する否定裁
判例及び制限的肯定裁判例である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39〉　その最初のものが東京高判昭和61年9月18日判時1212号112頁である。
同判決は、売買契約と立替払契約が別個の契約であることやクレジット会
社が販売店の売買契約の履行について具体的に監督しうる立場にないこ
と、購入者も割賦購入斡旋取引により現金の一時払を免れつつ比較的高額
な商品を入手する利益を得ていることを指摘し、「これらの点を考えれば、
法令もしくは契約に特別の定めがあるときまたはクレジット会社において
売買契約が不履行となることを知りまたは知りうべきでありながら立替払
をしたなどの特別の事情がある」場合を除き、顧客は売買契約上の抗弁を
クレジット会社に対して主張することはできないとした。そして本件にお
いては売買契約の不履行の結果を信販会社に帰責するのを信義則上相当と
するような特別の事情が存在しないため、信販会社の立替払金等の請求が
信義則に反しないとしたのである。以上のような「法令もしくは～」以下
の購入者の支払拒絶を認めるための定式は以下の裁判例にも受け継がれて
いく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）　例えば東京地判昭和62年6月10日判タ654号182頁や先に挙げた福井地判
昭和60年3月29日の控訴審判決である名古屋高裁金沢支部判決昭和62年8
月31日、東京地判昭和63年4月26日判タ683号160頁は、この定式に従い抗
弁の接続を否定している。
払契約等において対抗せしめるかは一個の問題である。この問題については、植木
哲『消費者信用法の研究』（日本評論社1987年）201頁以下参照。
（39）本判決の評釈として、石川正美「判批」ジュリ891号120頁以下参照。
（40）　同判決の評釈として、中山幾次郎「判批」判タ706号72頁以下参照。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）　これに対し、仙台高判昭和63年2月15日判時1270号93頁は、以上の裁判
例と同様の定式に従いながらも、立替払契約の成否・効力を売買契約のそ
れにかからしめるとの暗黙の合意がなされたことが認められるとし、抗弁
の接続を認めている。
　以上の否定裁判例も肯定裁判例も、第三者与信型消費者信用取引におい
ては、両契約の一体性や信販会社と加盟店との提携関係、これを中心とし
た特殊な構造等が認められることを前提としている。ただこのことから当
然に購入者の支払拒絶を認めるのではなく、契約の別個性を強調して、こ
れを認めるためにさらに（立替払契約上の合意があれば別として）信義則上
の相当の事情の存在を求める。そしてこうした抗弁の接続に対する厳格な
態度は後の平成2年最判にも受け継がれていくのである。
　（c）以上のように平成2年最判が登場する以前のこの時期、改正割賦販売
法の適用のない事案において民法上抗弁の接続を認めうるか否かについ
て、裁判例の態度は多岐に分かれていた。その中でも後掲の平成2年最判
同様契約の別個性を強調し信義則により支払拒絶を認めるためにさらに特
段の事情を要求する抗弁の接続に厳格な態度をとる裁判例が注目に値しよ
う。また法律構成の点ではこの時期ほとんどの裁判例が信義則を根拠に採
用している。なおこの時期の裁判例においても、それが明らかでないもの
がほとんどであるが、販売業者の経営が破綻している例が散見される。
　（2）次に、この時期、改正法施行後の事案で法30条の4の適用の有無が問
題になった裁判例には、提携ローンに関する東京高判昭和63年3月30日判
時1280号78頁があるのみである。同判決は購入者の連帯保証人である信販
会社を割賦購入斡旋業者とはいえないものの、同信販会社は購入者が金融
機関に対し弁済を怠れば連帯保証人としてこの者に代わって弁済し、購入
者に求償権を行使するのであるから、この場合金融機関が貸金債権を行使
する場合に準じて考えなければならないとして、信販会社からの請求に法
（41）　この判決の評釈として、青竹正一「判批」ジュリ984号191頁以下を参照した。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）30条の4を類推適用して抗弁を対抗できるとした。本判決は類推適用によ
ったが、立法担当者の理解によれば、提携ローンは信販会社を割賦購入斡
旋業者とする個品割賦購入斡旋であり、法30条の4の適用がなされるとい
　　　　　（43）うことであった。いずれにせよこれ以後提携ローンにおける信販会社の請
求に対し法30条の4が適用ないし類推適用されることは実務上ほぼ定着を
　　　　　（44）見ることになる。
　しかしながらこれ以外のローン提携販売やマンスリークリア方式のよう
　　　　（45）な非賦払信用、不動産や役務のような指定商品外の取引に法30条の4によ
る抗弁の接続が認められるかは依然残された間題であった。そしてここで
法30条の4の規定が一般民法上の法理を確認したものであり、したがって
同規定はこれら取引について広く類推適用されるべきであるのか、それと
も消費者保護のために特別に創設された規定であり、したがってその適用
対象も限定されることになるのかという、法30条の4の規定の性質が問題
となった。この時期にこの点について触れた裁判例はないが、立法担当者
および学説上幾人かが創設的規定であるとの見解を示し、これに確認的規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）定であるとの有力な見解が対峙するという構図になっていたのである。
（42）本判決の検討を中心に提携ローンヘの法30条の4の適用の有無を論ずるものと
　して、山本豊「いわゆる保証委託型クレジットと支払拒絶の抗弁」NBL429号18頁
以下を参照した。
（43）最高裁判所事務総局編『消費者信用事件に関する執務資料（その2）』（法曹会
昭和62年）389頁参照。
（44）　その後マイカーローン取引について、これを提携ローン取引であるとして、同
　じように法30条の4の類推適用により抗弁の接続を認めた裁判例として、釧路地裁
帯広支部判決平成6年3月24日判タ876号260頁がある。ただし本判決の控訴審判決
である札幌高判平成7年1月31日判タ880号291頁は、本件取引においては割賦購入
斡旋におけるような販売業者と信販会社の密接な関係がないことを理由に同条の類
推適用を認めなかった。
（45）蓑輪靖博「我が国におけるクレジット・カード取引の現状と問題点」クレジッ
　ト研究3号76頁以下は、非賦払信用にも抗弁の接続の趣旨はそのままあてはまると
　して、法30条の4の準用ないし類推適用を主張する。
（46）創設的規定であるとする見解として、立法担当者である田中英明「割賦販売法
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　4　平成2年2月20日の最高裁第三小法廷判決とその後
　以上のように適用対象外の取引への抗弁の接続の可否の問題は、民法上
これを認めることの可否と法30条の4の類推適用の可否をめぐって展開さ
れたわけであるが、同規定の適用のない場合の抗弁の接続の可否および法
30条の4の規定の法的性質について判示した平成2年最判が登場するにお
よび、以後抗弁の接続に関する判例はその絶対的な影響のもと判例法を形
成していくことになる。そしてその後平成11年の再度の割賦販売法の改正
により、抗弁の接続が認められる取引の範囲は拡張され、立法判例を中心
とする抗弁の接続制度は現在の姿に至るのである。
　そこで以下においては、まず適用対象外の取引への抗弁の接続如何の問
題に決定的な重みをもつこの平成2年の最高裁判決の意義を探り、そして
この判例の法理がその後の裁判例においてどのように受容され、最後に平
成11年の割賦販売法改正によって立法上どこまで解決がなされたのかをま
とめる。
　（1）まず平成2年2月20日の最高裁第三小法廷判決判時1354号76頁につい
て、重要な判決であるので、若干詳細に検討する。
　（a）購入者Yは昭和57年に販売業者Aとの問で商品の売買契約を締結
し、その際Yは信販会社Xとの間で売買代金の立替払契約を締結した。
その後Aが商品の引渡をしなかったため、AY間で売買契約の合意解除
が成立した。Yが立替金の賦払を停止したため、Xがその支払いを求め
てYを訴えたのが本件訴訟である。
　原審福岡高判昭和59年6月27日金商849号7頁は、立替払契約の目的で
改正と抗弁の接続」金法1083号20頁以下や成田公明「割賦販売法施行令の一部を改
正する政令にっいて」ジュリ826号52頁以下が、また学説においては栗田・前掲注
（10）135頁や清水・前掲注（7）227頁が挙げられる。これに対し、千葉恵美子
「割賦販売法上の抗弁接続規定と民法」民商93巻臨増（2）284頁以下は同規定を民法上
の法理の確認的規定と考え、広範な類推適用が認められるべきであるとする。
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あるYの代金債務は合意解除によりさかのぼって消滅したこと、AはX
の加盟店であり、Xのため立替払契約締結の衝にあたった者であること
等から、XがYに対し立替払契約の履行請求をするのは信義則に反し許
されないとした。
　これに対し本判決は以下のように判示してXの上告を容れ原判決を破
棄差戻した。すなわち、「個品割賦購入あっせんは、法的には別個の契約
関係である…立替払契約と…売買契約を前提とするものであるから、両契
約が経済的、実質的に密接な関係にあることは否定しえないとしても、購
入者が売買契約上生じている事由をもって当然に斡旋業者に対抗すること
はできないというべきであり、…改正後の割賦販売法30条の4第1項の規
定は、法が購入者保護の観点から、購入者において売買契約上生じている
事由を斡旋業者に対抗し得ることを新たに認めたものに他ならない。した
がって、右改正前においては、…売買契約が販売業者の商品引渡債務の不
履行を原因として合意解除された場合であっても、立替払契約において、
かかる場合には購入者が右業者の履行請求を拒み得る旨の特別の合意があ
るとき、または斡旋業者において販売業者の右不履行に至るべき事情を知
りまたは知り得べきでありながら立替払を実行したなどの右不履行の結果
を斡旋業者に帰せしめるのを信義則上相当とする特段の事情があるときで
ない限り、購入者が右合意解除をもって斡旋業者の履行請求を拒むことは
できないものと解するのが相当である」とし、「特別の合意ないし特段の
事情の存否について判示することなく、前示事実のみからただちに上告人
の本訴請求が信義則に反して許されないとした原審の判断は、…違法があ
る」としたのである。
　（b）まず本判決は、法30条の4第1項の規定が購入者保護の観点から抗弁
の接続を新たに認めたものに他ならないとして、その法的性質について創
設的規定であるとの立場を明らかにしている。この結果、同規定の適用の
ない取引について、判例上同条の類推適用は困難になったといえる。した
がって本条の適用または類推適用のない取引について一般法たる民法上購
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入者の支払拒絶が認められるか否かが大きな問題として残されることにな
った。
　次に本判決は、この問題について、売買契約と立替払契約の別個性を強
調して、両契約の経済的に密接な関係を認めつつも、このことから当然に
抗弁の接続が認められるわけではないとし、ただ立替払契約に特別な合意
がある場合、または販売業者の不履行の結果を斡旋業者に帰せしめるのを
信義則上相当とする特段の事情がある場合に初めて支払拒絶が認められる
ことを明らかにした。この抗弁の接続が認められるための要件について、
本判決は、これ以前の一つの流れをなしていた厳格な要件を課す一連の判
決の立場を踏襲しているわけであるが、この要件のうち、特段の事情がい
かなるものであるかが問題となる。本判決は一例として、斡旋業者が販売
業者の不履行に至るべき事情について悪意または善意であったことに過失
があった場合を挙げているが、このような基準の根拠自体が不明であるこ
　　（47）
とに加え、どこまでが例外事由として認められるかについて本判決の真意
はさだかではなく、後の判例にゆだねられることになったのである。
　さらに本判決は民法上抗弁の接続を認める法的根拠として信義則を採用
することを明らかにしている。これまでの裁判例は信義則を採用するもの
が最も多かったといえるが、その他の構成を採用する裁判例も数多く存在
した。これらは立替払契約の錯誤無効を認めるもの等多岐にわたるが、総
じて立替払契約をはじめとする与信契約自体に購入者による支払拒絶の理
由を見出していたのである。本判決はこうした構成によらず純粋の抗弁の
接続に近い売買契約上生じた事由をうけて与信者の請求を信義則違反とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）て遮断するという信義則による構成を採用することを明示したのである。
（47）本判決を評釈した山下友信「判批」ジュリ1038号156頁は、準委任契約である
立替払契約の法的性質、つまり受任者たる斡旋業者の立替払実行に際しての善管注
意義務にこれを求め、長尾治助「商品購入代金の立替払契約上の抗弁問題と信義
則」ジュリ973号49頁は、認識できた範囲で不利益を帰せしめるのを妥当とする意
思主義至上観にこれを求める。
（48）なお本判決は以上に加え、合意解除が購入者の一方的に作出した事由として抗
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　最後に本判決の抗弁の接続を認めるにあたっての消極的な態度に関して
以下の指摘ができるであろう。すなわち、本判決は、これ以前の抗弁の接
続に制限的な裁判例同様、割賦溝入斡旋取引であること自体から、当然に
抗弁の接続が認められるわけではないとする。本判決もこれら裁判例も、
従前の抗弁の接続を肯定した裁判例同様、割賦購入斡旋をはじめとする第
三者与信型消費者信用取引とは、消費者取引であり、斡旋業者と販売業者
の一体性を中心とする特殊な取引構造をなし、与信契約と売買契約が相互
依存関係にある取引であることは認識していたものと考えられる。このこ
とは本判決が判旨の中で両契約が密接な関係にあることや販売店が信販会
社の加盟店であることに触れていることからも明らかである。本判決及び
同旨の裁判例は、これに加えて抗弁の接続にはさらに特段の事情が必要で
あるとし、また本判決は法30条の4についてこれを購入者保護のための特
別の規定であるとして創設的規定説を採りその類推適用の余地を制限して
いる。判旨のこうした消極的な態度の原因は何に由来するのであろうか。
いずれにせよ本判決のこの態度は後の裁判例にも継承されていくことにな
る。
　（c）以上のようにこの問題に関する初めての最高裁判決である本判決は、
法30条の4の法的性質について創設的規定説を採用することを明らかに
し、民法上抗弁の接続を認めるにあたって特段の事情という要件を課し、
その上で法的構成として与信契約自体の事由を媒介にしない信義則構成に
よることを明らかにした点で、抗弁の接続に関する議論において大きな意
義を有するものであったといえる。そしてこれにより抗弁の接続規定の適
用のある取引およびない取引の双方についての抗弁の接続の認否如何に関
する本判決を頂点とする判例法理が確立されることになったのである。こ
の本判決の抗弁の接続に対する厳格な態度は学説の大いに批判するところ
　　（49）であるが、これ以降裁判例においてはこうした態度が完全な主流を占めて
弁事由にあたるか否かという問題もあわせて提起するものであるといえる。
（49）本判決を評釈した者はこぞって本判決のこのような態度を批判する。すなわ
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いくことになるのである。
　（2）次に上記平成2年最判以後割賦販売法平成11年改正法適用以前の抗弁
の接続に関する法状況を、判例を中心に、特に法30条の4が適用されない
取引に抗弁の接続がどこまでそしてどのように認められたのかを検
（50）（51）
討する。同最判のとった立場は同条の類推適用による抗弁の接続にも民法
上の法理による抗弁の接続にも厳格なものであったが、これ以後の判例は
いかなる展開を見せたのか。この時期の判例は昭和59年改正法施行後の事
案を対象にしていたわけであるが、規定の適用対象外の取引への民法上ま
たは同規定の類推適用による抗弁の接続の可否に関する判例法の展開を概
観する。
　（i）法30条の4の適用のない取引に抗弁の接続を認めるためにまず考え
ち、執行秀幸「判批」判例リマ1991（下）73頁以下、千葉恵美子「判批」民商103
巻6号124頁以下、同「判批」法教90判セ24頁、長尾・前掲注（47）50頁以下、本
田純一「判批」法セ435号114頁、吉川栄一「判批」商法〔総則・商行為〕判例百選
〈第3版＞別冊ジュリ124頁以下、そしてこのうち執行・76頁、千葉・129頁、同24
頁、長尾・50頁、吉川・125頁は法30条の4を確認的規定であるとする。
　また石川正美「クレジット取引に関する最高裁判決の問題点（上）（中）」
NBL468号102頁以下、470号54頁以下、同「抗弁の接続を否定した最高裁判決の周
辺事例（上）～（下）」NBL513号23頁以下、514号44頁以下、515号37頁以下、山
下・前掲注（47）156頁以下は、本判決の事案は名義貸しの変則事例であって、抗
弁の接続一般に関する先例性が低いことを指摘している。
　なお本判決の判例評釈として、他に篠原勝美「判批」ジュリ964号73頁以下や宮
川博史「判批」判タ762号82頁以下を参照した。
（50）　もちろん、同条の適用対象取引について同条の適用を肯定した裁判例も存在す
る。例えば大分地判平成3年6月27日NBL551号60頁や大阪高判平成12年4月28
　日判タ1055号172頁がある。
　また法30条の4の要件のうち商行為性の有無について、商人または商行為性は実
体に従って決めるべきであるとして、商人でないのに商人であるとの記載をした者
についても法30条の4の適用を認めた東京地判平成10年1月26日金商1048号40頁が
ある。
（51）　平成2年最判以降の裁判例の展開について、岡田・前掲注（9）32頁以下、後
藤・前掲注（9）180頁以下、蓑輪靖博「判例から見た抗弁規定の課題と展望（1）（2）」
クレジット研究21号214頁以下、22号149頁以下を主に参照した。
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られるのが法30条の4の類推適用による方法である。ここで主に問題とな
ったのは、ローン提携販売や役務をはじめとする指定商品外の取引への同
条の類推適用の可否である。
　（a）まずローン提携販売について。そもそも、昭和59年の割賦販売法改正
においてローン提携販売にも抗弁の接続を認めうるかは一個の問題であっ
たが、トラブルが多くなかったことや販売店が保証人になるため購入者に
対する求償において抗弁が判断されること等の理由により同取引には抗弁
　　　　　　　　　（52〉の接続が認められなかった。しかしながらローン提携販売においても販売
業者が倒産した場合には与信者は販売業者に保証債務の履行を求めること
ができず結局与信者と購入者との関係が残ってしまい割賦購入斡旋と同様
　　　　　　　　　（53）であることなどを理由に、学説上は抗弁の接続を認めるべきであるとの主
　　　　（54）
張が強かった。
　これに対し、判例の態度は明確ではなかった。法30条の4のローン提携
販売への類推適用の可否を判示した数少ない裁判例のうち、まず役務のロ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）一ン提携販売について判示した東京地判平成7年3月17日判タ902号199頁
は、販売業者と購入者との問で売買契約が、購入者と金融機関との問で消
費貸借契約が、金融機関と販売業者との間で保証契約がそれぞれ結ばれる
同取引について、信用供与の実体や金銭の流れが実質的には割賦購入斡旋
と異ならないことや販売業者が倒産する場合には抗弁の接続の問題が生ず
ることなどを理由に法30条の4を類推適用する余地を認めるのに対し、ゴ
（52）通商産業省産業政策局消費経済課・前掲注（24）593頁以下、最高裁判所事務
総局・前掲注（43）65頁以下、竹内昭夫ほか「改正割賦販売法の実務上の諸問題」
竹内昭夫編『改正割賦販売法』（商事法務研究会昭和60年）86頁以下〔稲葉発言〕
等参照。
（53）　池本誠司「ローン提携販売」佐藤歳二編『現代民事裁判の課題④』（新日本法
規出版平成2年）583頁。
（54）類推適用を主張する見解として、例えば、池本・前掲注（53）587頁以下や、
清水・前掲注（7）278頁等が挙げられる。なお類推適用によらない見解とは結局
一般法上の抗弁の接続を認める見解に他ならない。
（55）　同判決の評釈として、黒野功久「判批」判タ945号88頁以下を参照した。
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ルフ会員権のローン提携販売について判示した東京高判平成10年8月25日
金法1532号74頁は、同条が特に購入者保護の必要性の高い取引形態による
商品購入の場合に限って抗弁の接続を認めたことなどを理由に、その類推
適用を否定しているのである。
　（b）このようにローン提携販売への法30条の4の類推適用の可否にっいて
判示する裁判例の数自体少なく、その可否について判断が分かれている状
況にあったが、これに対して指定商品外の取引について裁判例はいかなる
態度を示したのか。もともと指定商品制が採られたのは過剰な規制を避け
　　　　（56）るためであり、また役務が規制対象にならなかったのは紛争の実体がはっ
　　　　　　　　　　（57）きりしなかったためであるが、裁判例は指定商品外の取引について同条の
　　　　　　　　　　　　　　　（58）類推適用を否定することで一致している。
　そして後掲の民法上の抗弁の接続の可否について判示する裁判例のうち
指定商品外の取引に関するものの多くは、まず指定商品でないことを理由
に同条の適用または類推適用を否定し、その上で信義則等による抗弁の接
続の可否を判断しているのである。
　（c）以上のようにローン提携販売について、裁判例は法30条の4の類推適
用を認めるか明らかでなかったが、指定商品外の取引について、これを否
定することで一致していた。そもそも先の平成2年最判は創設的規定説を
採り同条の類推適用に否定的であったのであり、また実際に裁判例に登場
する取引のほとんどが指定商品外の取引であったこともあって、これらに
ついて今日まで同条の類推適用を認めた裁判例は存在しないのである。以
上から同最判以後判例上同条の適用対象外の取引における抗弁の接続は、
民法上の法理に委ねられたことが理解できる。なお後述する割賦販売法の
平成11年の改正により、現在ではローン提携販売にも抗弁の接続が認めら
（56）通商産業省産業政策局消費経済課・前掲注（24）51頁参照。
（57）竹内・前掲注（24）49頁参照。
（58）指定商品外の役務に関する取引であることを理由に同条の類推適用を明確に否
定した裁判例として、例えば、前掲東京地判平成7年3月17日が挙げられる。
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れ、また指定商品に新たに指定権利・役務が加えられた結果、権利・役務
を対象とする取引にも抗弁の接続が認められている。
（ii）法30条の4の適用対象外の取引について、特別法たる同条の類推適
用が望みえないとすれば、一般法たる民法上抗弁の接続が認められるかが
間題となる。この点について先の平成2年最判は、抗弁の接続について、
与信契約に特別の合意があるか、または与信契約上の特段の事情がある場
合にこれを認め得る旨判示していた。そして同最判以後の裁判例もおおむ
ねこの定式に従い、各事案について抗弁の接続の可否を判断しているので
ある。このうち特別の合意がある場合には民法上の抗弁の接続の可否とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（59）う問題ではなくなり、当該事案における合意の解釈の問題になる。そこで
（59）抗弁の接続に関する特別の合意が存在する場合であって、合意の解釈、中でも
対抗しうる事由の解釈が争われたのが、ゴルフ場の会員権の提携ローンに関する一
連の裁判例である。この事案においては、ゴルフ会員権の購入にあたって支払われ
る預託金の保証契約に支払停止事由として定められた「その他商品の販売につい
て、販売会社に生じている事由のあること」に、会員権販売会社とは別主体の会員
への役務提供主体であるゴルフ場経営会社のゴルフ場の未開場という債務不履行が
あたるかが争われた。ローン会社が同ゴルフ場の多数の会員に対して求償金の支払
を求めて提起した一連の訴訟において裁判例は会員の抗弁の肯否をめぐり分裂する
ことになったのである。すなわち、①東京地判平成8年11月28日金法1490号70頁
　（否定）②東京地判平成9年7月30日判タ961号197頁（肯定）③東京地判平成9年
11月11日金商1064号32頁（否定）④東京高判平成9年12月10日金商1054号19頁（①
の控訴審）（肯定）⑤東京高判平成10年11月19日金商1064号28頁（③の控訴審）（否
定）⑥東京高判平成11年6月1日金商1070号3頁（否定）⑦東京地判平成11年8月
27日判タ1027号175頁（否定）⑧東京地判平成11年9月3日判時1716号69頁（否定）
⑨東京高判平成12年2月28日判時1716号68頁（⑧の控訴審）（否定）である。そし
てこれら一連の事件に決着をつけたのが④の上告審判決最一判平成13年11月22日金
商1130号6頁である。同判決はゴルフ揚経営会社の債務不履行が上記支払拒絶事由
にあたらないとして、ローン会社の求償金請求を認めたのである。なお平成11年の
割賦販売法改正により、本件のようなゴルフ会員権の提携ローンにも抗弁の接続が
認められるようになったが、上記判決の事案は全て平成11年以前であり、したがっ
ていずれにしても改正法の適用はなかった。
　同最高裁判決の評釈には、字田一明「判批」札院18巻2号97頁以下、小粥太郎
「判批」判評538号172頁以下、潮見佳男「判批」銀法600号4頁以下、拙稿「判批」
早法78巻1号243頁以下、田高寛高「判批」法セ567号109頁以下、千葉恵美子「判
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以下においては裁判例においてこのような特別の合意がない場合に民法上
どのように抗弁の接続が認められたのかを概観する。
　（a）この時期にまず登場するのが不動産のローン提携販売に関する裁判例
である。これらの事案においては、販売業者の一部虚偽を含む執拗な勧誘
により、買主が購入した土地が売却価格の何分の一に過ぎないか、または
宅地にしえないものであり、売買契約が公序良俗違反または錯誤により無
効にされた上で、さらに同無効を金銭消費貸借契約の貸主に対抗しうるか
が問題になっている。
　このような事案について平成2年から3年の間に数多くの裁判例が出さ
れているが、そのことごとくが抗弁の接続を否定し、ただ大阪地判平成2
　　　　　　　　　　（60）年8月6日判時1382号107頁のみが借主の支払拒絶を認めているのである。
同判決は、①販売業者と貸主が提携関係にあり、②売買契約と消費貸借契
約が密接不可分の関係にあるとし、さらに③貸主が軽率にも土地の価格を
はるかに越える金額の融資をし、担保評価を行っていたところ、貸主が土
地を適切に評価すれば多額の融資はなされず、したがって購入者も本件土
地を買うこともなかったであろうから、本件土地の抵当権実行によっても
回収できなかった部分について貸主に負担させても不当ではないとして、
以上から売買の無効を貸主に主張できないとすることは信義則に反すると
している。
　本判決にあってとりわけ目を引くのは、信義則により抗弁の接続を認め
批」法教263号192頁以下、山本豊「判批」ジュリ1224号平成13年度重判113頁以下
がある。
　なおこれら一連の事件に関する論稿として、山本豊「預託金会員制ゴルフタラプ
における会員権ローンと未開場の抗弁（上）（下）」銀法568号16頁以下、569号41頁
以下、山野目章夫「特約による抗弁接続」『ゴルフ場の倒産と金融機関の対応』（金
融商事判例別冊）122頁以下が詳細である。
（60）本判決の解説として、石黒清子「判批」判タ790号64頁以下、千葉恵美子「判
批」判評397号20頁以下、中田裕康「提携住宅ローンにおける抗弁権の対抗」金法
1304号29頁以下、沼尾均「提携住宅ローンヘの抗弁権接続法理の適用と実務対応」
金法1281号4頁以下を参照した。
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る理由の一っとして、③の担保評価の杜撰さという金融機関としての軽率
さから回収不能のリスクを貸主に負担させても不当でないことが挙げられ
ている点である。これがいわゆる特段の事情にあたるか否かは断定できな
いが、いずれにしても同種裁判例の中では唯一の肯定裁判例として本判決
は貴重なものである。
　これに対して、同様の事案において抗弁の接続を否定した大阪地判平成
2年10月29日金法1284号26頁および大阪地判平成2年11月14日金法1284号
30頁は、金融機関の担保評価が杜撰であることを認めながら、担保評価は
金融機関自身のためになすものであるとの判断を示し、結局金融機関の消
費貸借契約に基づく権利行使を信義則に反しないとして、上記判決とは反
　　　　　　　　（61）対の立場をとっている。このうち後者の大阪地判平成2年11月14日は明示
に平成2年最判を引用してはいないものの、権利行使が信義則に反するた
めの特段の事情の有無について検討し、これを否定している。また同種裁
判例中公刊されたものの中で平成2年最判の定式を明示的に用いていると
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）いう点では、大阪地判平成3年4月6日金法1323号39頁が信義則上の特段
の事情はないとして抗弁の接続を否定している。
　以上から次のことが確認できる。すなわち、裁判例は、不動産のローン
提携販売についても明示的にしろそうでないにしろ平成2年最判の特段の
事情の定式を用いていること、そして同最判の抗弁の接続に対する厳格な
　　　　　　　　　　　　（63）態度も承継していることである。また特段の事情にあたるにしろそうでな
（61）　なお長尾治助「金融機関の担保適正評価義務」ジュリ994号74頁以下は、金融
機関の取引はその公共的性格から公共性との調和において行うべしとの「公共性の
原則」および担保評価について顧客の寄せる金融機関への信頼を根拠に、金融機関
が顧客との関係でも担保適正評価義務を負うべきことを主張している。
（62）本判決の判例評釈として、寺田正春「判批」別冊ジュリスト消費者取引判例百
選178頁以下、野村豊弘「判批」判例リマ1993（上〉31頁以下を参照した。
（63）　これまで平成2年最判を含めて抗弁の接続に関する議論はもっぱら動産の割賦
購入斡旋を中心に展開されてきた。不動産のローン提携販売は取引形態と取引対象
を異にするわけであるが、この点の差異は裁判例上抗弁の接続の可否の判断にあた
って特別に考慮されてきたわけではない。また長尾治助「不動産の売買と提携ロー
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いにしろ、金融機関の担保評価の杜撰さが抗弁の接続を認めるための要素
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（64）として指摘されたことは興味深いことがらであった。
　（b）不動産のローン提携販売取引に続いて、抗弁の接続に関する裁判例の
中心を占めるようになったのが、預託金会員制ゴルフクラブのゴルフ会員
権のローン提携販売取引に関するものである。会員がローン提携販売等に
より金融機関から金員を借りて会員権を購入したが、ゴルフ場経営会社の
倒産等によりゴルフ場がオープンされず会員の権利である預託金の返還と
役務の提供を受けられなくなった場合に、会員が与信者に対する支払拒絶
をできるか否かが間題になった。
　これらの裁判例においても平成2年最判の定式はおおむね採用されてお
り、各裁判例はゴルフ会員権が指定商品に含まれていないことを理由に法
30条の4の類推適用を否定した上で、特段の事情の有無について検討して
いる。なお平成11年の割賦販売法の改正により権利も指定商品に含まれ、
現在ではゴルフ会員権も指定商品になっている。
　このうち抗弁の接続を否定した以下の判決は、いずれもゴルフ場経営会
社の倒産によりゴルフ場が開場されなかった場合について、与信者が与信
をなすにあたり、将来ゴルフ場経営会社が倒産しゴルフ場を開場できな
い、つまり会員に対し債務不履行をなすであろう事を知りまたは知り得べ
きであったとはいえないとして、信義則上の特段の事情の存在を否定して
いる。すなわち東京地判平成6年11月14日判時1555号134頁以下やその上
ンノンバンタヘの抗弁関係（下）」NBL507号40頁以下は、動産の割賦購入斡旋と
不動産のローン提携販売を抗弁の接続の問題について別異に扱う理由はないと主張
する。
（64）　以上の一連の不動産のローン提携販売について、抗弁の接続の問題を検討する
ものとして、長尾治助「不動産売買と提携ローンバンクヘの抗弁関係（上）
～（下）」NBL504号14頁以下、506号28頁以下、507号38頁以下、同「保証委託型
提携不動産ローンの求償制限」判タ772号27頁以下、野村豊弘「不動産売買契約と
その代金支払のための消費貸借契約との関連」判タ765号65頁以下、本田純一「提
携型の不動産ローンと抗弁の対抗等」高島古稀『民法学の新たな展開』（成文堂平
成5年）369頁以下を参照した。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）告審判決である最三判平成7年10月24日NBL587号55頁、東京高判平成
10年8月25日金法1532号74頁である。また特段の事情の有無について検討
していないが同様の事案について抗弁の接続を否定したものとして、東京
地判平成11年1月29日金法1574号56頁や浦和地判平成12年5月29日金商
1113号42頁がある。
　これに対し、東京地判平成15年1月27日金商1164号6頁のみが、同じよ
うにゴルフ場が開場されなかった事案について、与信者が消費貸借契約時
において、ゴルフ場経営会社がゴルフ場を開場できず、ゴルフ場入会契約
につき債務不履行に至るであろうことを予見し、または予見し得べきであ
ったとして、与信者に抗弁事由の効果を帰せしめるのを信義則上相当とす
る特段の事情を認めている。本件においては、消費貸借契約時において既
に経営会社の経営状況が悪化して、開場が危ぶまれる状況にあり、与信者
としても契約時にこのことを知りまたは知り得べきであったと判断された
　　（66）
のである。
　以上からゴルフ会員権という指定商品外の権利のローン提携販売につい
ても不動産のローン提携販売同様に、平成2年最判の定式が用いられ、そ
の厳格な態度が継承されていることが確認できた。また知りまたは知り得
べき対象が抗弁事由自体でなくともよいとされたことは特段の事情の範囲
　　　　　　　　　　　（67）を広げるものとして貴重である。
　（c）以上のような事例の他に平成2年最判以降今日に至るまで様々な取引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）について抗弁の接続の可否が裁判上問題となった。そしてこれらの裁判例
（65）本判決は平成2年最判後の初めての抗弁の接続に関する最高裁判決であり、本
判決が出たことで、学説の一部に生じていた平成2年最判は名義貸しという特殊な
事案についての判決であってその射程は限定されるのではとの疑義は解消されるこ
　とになった。
（66）本判決については、千葉恵美子「ゴルフ場会貝権ローン訴訟における抗弁接
続」金商1164号2頁以下や坂東俊矢「判批」判評545号6頁以下を参照した。
（67）こうしたゴルフ会員権のローン提携販売に関する裁判例について検討するもの
　として、千葉・前掲注（66）2頁以下および渡辺達徳「ゴルフ会員権売買とクレジ
ット契約」クレジット研究21号239頁以下を参照した。
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のいくつかにおいても不動産やゴルフ会員権のローン提携販売同様平成2
年最判の定式である特段の事情の有無について検討がされ、これらを含む
ほとんどの裁判例において同じように抗弁の接続が否定されたのである。
　まず否定裁判例として、工事請負契約について一括払いの立替払契約が
なされた名古屋高裁金沢支部判決平成3年8月28日NBL428号34頁や、
先に挙げた役務の提供を内容とする会員権のローン提携販売に関する東京
（68）第三者与信型消費者信用取引に関するものではないカ＼実態においてこれに非
常に近い取引での抗弁の接続の是非が問題になった裁判例として福岡高判平成4年
　1月21日判時1421号82頁が挙げられる。
　本件では、信販会社Xが警備会社Aから警備機器を購入してYにリースし、A
が右機器を使ってYの警備を行うというように、XY間にリース契約がAY間に
警備契約が締結されていたが、Aが倒産し警備を行わなくなったためYがリース
料の支払を停止し、XのYに対するリース料の請求の可否が争われた。ところで
本件においては、XがAから購入した警備機器の代金が市価の4倍以上に設定さ
れその分リース料が高額になっていたのに対し、警備契約の対価が非常に廉価に設
定されていたことから、リース料の実質はその大半が警備料と認められ、実態は
XからAに警備料が前払いされXがこれを分割払いでYから回収し、しかもリ
ース契約には警備契約上の抗弁をもってXに対抗しえない旨の規定があるという
ように、第三者与信型消費者信用取引に非常に近い取引が成立していたのである。
このような事案について本判決は、以上のような本件取引の実態を指摘し、Aの
警備の実施とYのリース料の支払は社会経済上密接不可分の関係にあること等か
ら、Aの倒産時以降のリース料のうち警備料に相当する部分についてのXのYに
対する請求は信義則に反し許されないとして、結局この分についてXに負担を課
す判断をなしたのである。
　なお本判決においては特別の合意や特段の事情の有無についての検討はなされて
いない。ただ本判決と原告を同じくし同日に同じ裁判所で同じ事案について下され
た判決である福岡高判平成4年1月21日判タ799号199頁は、取引を異にする本件へ
の法30条の4の類推適用を否定しつつも、特別の合意または特段の事情があれば支
払を拒絶しうるとしている（結局本判決同様信義則違反を理由に支払拒絶を認め
る）。いずれにせよ本件事案は抗弁の接続の対象取引の限界事例に属するものであ
ろう。
　本判決の判例評釈として、石田清彦「判批」ジュリ1089号330頁以下、庄政志
「判批」判評406号157頁以下、山崎敏彦「判批」判タ794号21頁以下、山田徹「判
批」判タ852号52頁以下、山田八千子「判批」新報99巻11・12号265頁以下を参照し
た。
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地判平成7年3月17日は、いずれも特段の事情なしとして抗弁の接続を否
定している。
　またこれら以外にも抗弁の接続を否定した裁判例として、ワンルームマ
ンションの提携ローン取引に関する東京高判平成8年12月24日判時1596号
63頁やいわゆる不動産共同投資事業に関わるホテルの客室等の共有持分の
提携ローン取引に関する東京地判平成9年7月28日判時1646号76頁があ
る。
　これに対して、大阪地判平成6年9月13日判時1530号82頁は、英会話の
受講契約の受講料支払について金銭消費貸借契約が結ばれた事案につい
て、受講者に信義則に基づく抗弁の接続を認めている。この判決は抗弁の
接続を認めるにあたり特段の事情を求めず、その有無について検討してい
ない。しかしながら理由中にも挙げられているように、本件では英会話学
校と貸主が実質的には同一の主体であったといえることから、同判決は平
成2年最判に抵触するものではなくその例外に過ぎないといえよう。
　（d）以上平成2年最判以後の民法上の抗弁の接続の認否に関する裁判例の
流れを概観してきた。以上の検討からまず裁判例は民法上の抗弁の接続に
ついて平成2年最判の特に特段の事情の定式におおよそよっていたことが
指摘できるであろう。確かにこれにふれない裁判例も存在するわけである
が、少なくとも同最判に矛盾する裁判例は見られなかった。したがって同
最判のこの定式は、法30条の4の法的性質についての創設的規定説同様、
広く第三者与信型消費者信用取引の抗弁の接続に関する裁判例において受
容されていることが確認できたのである。
　次に平成2年最判は抗弁の接続について厳格な姿勢を見せていたが、以
上に検討した数多くの裁判例のうち肯定裁判例が3つしかないことは、こ
の姿勢が裁判例において受け継がれていることを示している。結局判例は
法30条の4の類推適用の可否についても民法上の抗弁の接続の可否につい
ても消極的なのである。
　さらにこれら数多くの裁判例によって特段の事情の内容も少しずつ明ら
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かになってきた。平成2年最判は知りまたは知り得べき対象として債務不
履行に至るべき事情を挙げていたが、債務不履行の他に無効や取消がその
対象に加えうることがわかった。これらに加えて特段の事情に与信者によ
る担保評価の杜撰さを含めることができるかが問題となったが、裁判例は
これを肯定するものと否定するものとに分かれていた。
　加えて、この点は原告の請求や被告の抗弁に左右されるところである
が、抗弁の接続の法律構成は、平成2年最判が採用した、売買契約等に生
じた事由を信義則を媒介にして与信契約において支払拒絶事由として対抗
させるという構成におおよそ収敏したといえる。与信契約自体に事由がな
くても他の契約で生じた事由を対抗して支払を拒絶できるという法30条の
4の純粋な抗弁の接続の構成に非常に近い構成が判例上定着したので
（69）
ある。
　最後にこの時期の裁判例においても、それが明らかでないものあるが、
ゴルフ会員権の事例のように販売業者の経営が破綻している例が数多く存
在している。
（69）　この時期、こうした抗弁の接続の構成をとる裁判例に加えて、貸主の不法行為
責任を積極的に認めて結果的に抗弁の接続を認めるのと同等の効果を与えた判決が
出されている。すなわち名古屋地判平成6年9月26日判時1523号114頁は、貸主と
販売業者が共謀したとまではいえないものの、貸主が少なくとも売却目的物たる土
地の実際の価値が売却価格をはるかに下回ることを知って購入者に融資をした土地
のローン提携販売の事案について、これにより損害を被った購入者に対する貸主の
不法行為責任を認めたのである。本判決はきわめて特殊な事案に関するものであ
　り、その射程は限定されているが、賠償範囲の認定によっては抗弁の接続では認め
られていない既払金の返還を認めるのに事実上等しい効果をもたらす点で、購入者
側にとってはメリットの大きい構成であるといえる。
　なお本判決の評釈として、後藤巻則「判批」金商969号41頁以下、信澤久美子
「判批」新報101巻11・12号201頁以下、長尾治助「判批」判例リマ1996（下）57頁
以下、山崎敏彦「判批」判タ893号30頁以下を参照した。
　またこの判決を含め、広く三当事者間における融資者の顧客に対する融資金の使
途に関する責任を論ずるものとして、松本恒雄「融資金の使途先に関する融資者の
責任」自由と正義47巻10号24頁以下を参照した。
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　（3）以上のように平成2年最判以後の裁判例は、同最判の強い影響のも
と、法30条の4の適用のない主としてローン提携販売の指定商品外の取引
についての抗弁の接続の是非をめぐって展開されてきたわけであるが、そ
の後の平成11年11月22日に施行された割賦販売法の再度の改正により、こ
こでの問題は以下のように立法上少なからざる解決を見ることになったの
　（70）
である。
　すなわち、まず近時に至り継続的役務に関する割賦販売が増大し、これ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（71）に関するトラブルも増大してきたことを受けて、指定商品に指定権利・役
務が加えられることになった（2条4項）。次にローン提携販売において
も、販売業者が倒産した場合には、割賦購入斡旋同様金銭債務の履行をめ
ぐって購入者と金融機関との間に紛争が生ずる可能性があること等を理
（72）
由に、同取引においても抗弁の接続が認められるに至った（29条の4）。
以上の改正によって権利・役務のローン提携販売をはじめ、平成2年最判
以後抗弁の接続如何をめぐり裁判例をにぎわせた事例の多くは、これによ
り立法上の解決を見ることになったのである。
　しかしこの平成11年の改正は、役務指定の追加などこれを全体としてみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（73）ると、昭和59年の改正同様後追い規制的側面をもつことも確かである。事
実抗弁の接続の問題に限ってみても問題の大きな原因であった指定商品制
自体は維持されており、例えば平成2年最判以後に問題となった不動産の
ローン提携販売などは解決を見ていない。また商行為となる取引はひきつ
（70）　同改正については、尾島茂樹「訪問販売法・割賦販売法改正に残された課題覚
書」クレジット研究23号102頁以下、加藤庸之＝小泉秀親「改正訪問販売法および
改正割賦販売法の概要（1）～（4）」NBL667号17頁以下、668号24頁以下、669号26頁以
下、671号41頁以下、経済産業省商務情報政策局取引信用課編『割賦販売法の解説』
（日本クレジット産業協会平成13年）20頁以下、55頁以下、82頁以下、221頁以下、
森島昭夫ほか「消費者信用法制の今後」クレジット研究23号62頁以下を参照した。
（71）経済産業省商務情報政策局取引信用課・前掲注（70）20頁によれば、新規販売
信用に占めるサービス取引は1995年から1997年の間に約6割増とのことである。
（72）経済産業省商務情報政策局取引信用課・前掲注（70）26頁参照。
（73）　尾島・前掲注（70）103頁参照。
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づき適用対象から除外されている。
　ただ今回の改正によって例えば大部分の商品が指定されるなど、抗弁の
接続の認められる範囲は相当広いものとなっており、適用対象外の取引に
っいて抗弁の接続の問題が生ずる余地を残しつつも、その範囲は確実に狭
められたといえるであろう。
　次回は抗弁の接続の学説の検討からはじめる。
